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余熱利用の基本方針について（報告） 

 

 このことについては、当委員会における協議を経て、下記の通り取りまとめましたので報告いた

します。 

 

１、検討経過について 

中間処理施設整備に係る施設整備基本計画にあった別途検討の場として、令和元年６月 26 日に新

ごみ焼却施設整備・運営事業に係る余熱利用基本方針検討委員会を設置し、新たなごみ焼却施設から

発生する余熱を積極的に回収・利用して、建設費の負担のかからない範囲で最大限の発電に利用しな

がら、余った熱量については「熱エネルギーとしてどのように活用するのか」又は「電気エネルギー

としてどのように活用するのか」等の利用方法や利用の程度について、基本的な考え方を検討してき

た。 

 

回 開催年月日 議  題 

第１回 令和元年６月26日 （１）中間処理施設整備に係る施設整備基本計画について 

（２）余熱利用の検討について 

第２回 令和元年８月９日 （１）循環型社会形成推進交付金について〔報告事項〕 

（２）余熱利用の方法について 

第３回 令和２年４月21日 （１）新ごみ焼却施設整備に係る主な経過について〔報告事項〕 

（２）余熱利用の基本方針について 

 

２、余熱利用基本方針について 

余熱の活用方法については、余熱を利用する施設の形態、規模及び距離等を考慮しながら、蒸気、

温水又は高温空気等、若しくは電気のうち、効率的かつ効果的な熱エネルギーの活用方法を選択して

いく必要があるが、現状において、建設場所や建設費用の確保、維持管理の方法等により、施設の形

態や活用方法を選択するのが難しい状況になっている。 

また、新たなごみ焼却施設の建設費やその後の運営費にかかる財政負担についても軽減を図らなけ

ればならない。 

この状況を踏まえ、効率的かつ効果的な熱エネルギーの活用方法として、蒸気、温水又は高温空気

等にも幅広く変換できる電気エネルギーを基本とし、余熱利用基本方針を以下のとおりとする。 

 

 

 

 

  

余熱利用基本方針 

○新たなごみ焼却施設で発生する余熱を積極的に回収し、最大限の発電を行

い、施設内の電力を賄うとともに、余剰電力は売電等で有効活用すること

により、財政負担の軽減を図る。 

○再生可能エネルギーを活用した発電により、循環型社会形成を推進する。 
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